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※依存症関連疾患は、2013 年 5 月に公表された米国の精神障害診断基準 DSM‒5 では、「たばこ関連障害」も含まれる「物
　質関連と嗜癖の障害」となる。WHO の疾病分類 ICD‒10 では、「たばこ使用による精神および行動の障害」も含まれる「精
　神作用物質使用による精神および行動の障害」となる。
図表 1　「たばこ問題」解決促進のための研究の方向性の例

























注2　障害調整生命年（DALY）：傷病や障害により失われた「損失生存年数（Years of Life Lost：YLL）」と「障
害生存年数（Years Lived with Disability：YLD）」の合計値。YLL ＝ 死亡数 × 死亡年齢時標準平均余命、
YLD ＝ 発生数 × 障害の重み付け × 回復または死亡までの年数。
　2012 年 12 月、50 ヵ 国 の 302 機 関 が 参 画 し た
世界疾病負担研究『GBD（The Global Burden of 
Diseases, Injuries, and Risk Factors Study）2010』











界の DALY の 6.3%）（図表 2）4）。
　2012 年 1 月の報告によれば、2007 年の我が国の
成人死亡の 16 の予防可能なリスク要因の中で、喫
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・43 要因中上位 5 位までを抜粋。世界 21 地域中、全体と 3 地域（左から平均余命が 1 位、2 位、4 位）を抜粋。






　2013 年 1 月、米国における喫煙の害と禁煙の
利益に関する 2 つの疫学研究の結果が、米医学誌













●  25‒79 歳の全死因死亡率は、喫煙継続者では非喫
煙者の約 3 倍であった（調整ハザード比：男性 






亡のリスクは、男性 9.0 倍、女性 8.5 倍であった。















追跡調査期間中に 55 歳以上になったそれぞれ約 52
万人、約 75 万人、約 96 万人の参加者について評
価した。年齢、人種、教育水準について統計学的
に調整した。主要な結果は次の通りである。
●  喫煙継続者の死亡のリスクは、50 年来上昇し、
男女で同等の水準に達した（図表 4）。
●  特に、肺がんや慢性閉塞性肺疾患（Chronic 






世界 高所得アジア太平洋* 西欧 高所得北米
1 高血圧 高血圧 喫煙 喫煙
2 喫煙 喫煙 高血圧 肥満
3 家屋内空気汚染** 低身体活動 肥満 高血圧
4 低果実食 低果実食 低身体活動 空腹時高血糖
5 飲酒 飲酒 空腹時高血糖 低身体活動











































　2013 年 1 月の Lancet に発表された英国の疫学研
究では、1996‒2001 年にリクルートした 50‒69 歳の











　今回の研究では、男女約 6 万 8 千人の喫煙情報を
1963‒92 年に取得し、2008 年まで平均 23 年間の喫
煙習慣と生存との関連を追跡した。20 歳前に喫煙
を開始した 1920‒45 年生まれの喫煙継続者は、非喫
煙者と比較して、男性で 8 年、女性で 10 年余命が
短縮していた。全死因死亡のリスクは、男性 2.2 倍、
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パートナーでは、環境省が全国約 3 万 3 千人の妊婦
を調査した結果、妊婦年齢が 25 歳未満の若い世代
の喫煙率が最も高いと報告されている（図表 6）13）。














は約 4 兆 3 千億円となった15）。これに参考値である
「超過介護費」と「喫煙時間分の労働力損失」を加










約 2 兆 4 千億円であり、国と地方の税収のそれぞれ
約 2.8% と約 3.5% を占める。2010 年 2 月発表の三
菱総合研究所の研究では、たばこ 1 箱の価格を 1,200
円に引き上げると、消費量は 71% 減少するにもか



























という動きがある。2013 年 2 月の米国疾病対策
予 防 セ ン タ ー（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）の報告によれば、2009‒2011
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喫煙者が 25 年で肺に取り込む等価線量は、1,000 人
から毎年 120‒138 人の肺がん死が発生することに
なる 10 Sv 前後にも達すると推計されている28）。
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本間　央之
科学技術動向研究センター　特別研究員
博士（医学）。免疫やがんの創薬研究に従事し、2012年 11月より現職。長年にわたり、
生命・社会の自己組織化および‘disruptive innovation’（胚盤胞補完法による臓
器作製、標的構造の制約や送達の限界を突破する創薬等）に関心を持つ。
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